
統合報告書 
2024



01 目次／編集方針
02 企業理念体系
03 沿革
05 アイネットの強み
06 アイネットグループの価値創造プロセス
07 財務ハイライト
08 社長メッセージ
14 事業戦略
16 中期経営計画の概要
17 事業概況
19 環境（E）
23  社会（Ｓ）
27 ガバナンス（Ｇ）
32 役員一覧
34 取締役会のスキルマトリックス
35 財務サマリー
36 非財務サマリー
37 第三者評価
38 株式情報

編集方針
本統合報告書は、株主・投資家をはじめとしたステークホルダーの皆様を対象に発行し
ています。皆様との対話のためのコミュニケーションツールと位置づけ、当社の持続的
成長に向けた取り組みを、財務面およびESGをはじめとした非財務面の双方から統合
的にお伝えすることを目的としています。編集にあたっては、経済産業省の「価値協創ガ
イダンス」や、IFRS財団の「国際統合報告フレームワーク」を参考にしました。

対象期間
会計年度である2023年度（2023年4月～2024年3月）を基本とし、該当外のものにつ
いては期間を文中に明記しています。

将来見通しに関する注意事項
本統合報告書には、将来の業績に関する意見や予測等の情報を掲載しています。これら
の情報は資料作成時点の当社の判断に基づいて作成されています。その実現・達成を
約束するものではなく、また今後、予告なしに変更されることがあります。

本PDFの使い方

�  クリックすると�セクション進みます。
�  クリックすると�セクション戻ります。
�   クリックするとContents（目次）
ページに移動します。
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Way

当社は、今後もさらに成長を続ける企業であり続けるために、役員および社員が全員

で共有し、いかなる行動を起こす場合においても基準となる共通の価値観が必要で

あると考え、グループの理念となる「inet Way」を掲げています。「inet Way」は「企

業理念」「企業ビジョン」「経営方針」「中期経営計画」の�つの柱から形成され、その土

台には企業人として守るべき「企業行動憲章」と「inet Way」を達成するための原動

力となる「行動指針」があります。

企業理念体系

企業理念
情報技術で新しい仕組みや価値を創造し、
豊かで幸せな社会の実現に貢献する。

持続的成長を可能にするエクセレントカンパニーへ

事業規模の拡大と企業価値の向上

�C（Challenge・Change・Catch the Chance）　
�K（感謝・継続・健康）

経営の健全性・透明性・効率性の重視／
誠実かつ公正・より高い社会倫理観に基づいた行動

企業理念体系について詳しくは、こちらをご参照ください。　  https://www.inet.co.jp/company/inetway.html

企業ビジョン

経営方針

中期経営計画

行動指針

企業行動憲章
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情報技術で
Enjoy Lifeを応援します！
Enjoy your life with information technology!
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History
���� 事業創生期

���� 経営基盤構築期
���� 第�躍進期

Service

沿革
創業者

池田 典義

当社の創業者である池田典義は外資系企業に入社し、営業に従事した後、����年に当社の前身企業を設立しました。����年には、東京証券取引所
の市場第一部に上場を果たす等、オイルショックやリーマンショックといった数々の危機を乗り越えながら、お客様の利便性を追求したサービスの創
造に努めました。

����
•  株式会社フジコンサルト（当社の前身）を設立
•  サービスステーション（SS）向
け受託計算事業を開始《創
業ビジネス》

����
•  出光興産株式会社、共同石油株式会社（現ENEOS株式
会社）の地域指定計算センターとなる

����
•  モービルPOSシステム開発とともに、モービル石油株式会
社（現ENEOS株式会社）の全国指定計算センターとなる

1977
•  自社メインフレーム導入

1983
•  石油販売業総合オンラインシス
テム（SSTOLS）を開発 1994

•  新石油販売業総合オンラインシ
ステム（NEW SS-TOLS）システ
ム稼働

1987
•  地域総合クレジットシステム
（CC21）を開発

2001
•  宇宙、制御へ業務範囲拡大

1980
•  SSのPOSカード作成ビジネス
開始

1985
•  モービル石油提携クレジットカー
ドシステムを開発し、全国のSS
へオンラインを開始

1991
•  封入封緘ビジネスを開始

����
•  昭和シェル石油株式会社（現出光興産株式会社）の地域
指定計算センターとなる

����
•  キグナス石油株式会社の全国指定計算センターとなる
•  モービル石油株式会社よりモービルクレジット処理業務を
全面受託

����
•  三井石油株式会社（現ENEOS株式会社）の全国指定計算
センターとなる

•  ゼネラル石油株式会社（現ENEOS株式会社）の全国指定
計算センターとなる

����
•  株式会社アイネットに商号変更

����
•  店頭公開

����
•  東京証券取引所市場第二部に上場
•  三菱石油株式会社（現ENEOS株
式会社）の全国指定計算センター
ならびにネットワークセンター（NX
情報センター）となる

����
•  第�データセンター第Ⅰ期棟稼働
（自社データセンター）
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History

Service
���� 事業構造改革期

���� 第�躍進期
����

沿革

2009
•  業界に先駆けてクラウドサービ
スを開始

2012
•  北海道地区でデータセンター
「inet north®」のサービスを開始

2013
•  ビッグデータ時代の新クラウド
サービス「Dream Cloud®」の
サービス開始

2015
•  中部地区で展開するデータセン
ター「inet east®」の稼働を開始

•  次世代型クラウド基盤「Next 
Generation EASY Cloud®」基
盤開発を開始

2017
•  関西地区で展開するデータ
センター「inet west®」の稼働
を開始

2024
•  「LOAN RANGER® UC」の
販売を開始

•  「SupplyLinker®」の販売
を開始

2018
•  AIクラウドサービスの開発を
開始

2016
•  仮 想デスクトップサービス
「VIDAAS® by Horizon View」
「VIDAAS® by Horizon DaaS」
の提供を開始

����
•  株式会社ソフトサイエンスと合併《宇宙、制御
へ業務範囲拡大》

����
•  第�データセンター
第Ⅱ期棟稼働

����
•  九州石油株式会社（現ENEOS株式会社）の
勘定系計算センターの指定を受ける

����
•  太陽石油株式会社の勘定系計算センターの 
指定を受ける

•  第�データセンター
第Ⅱ期棟稼働

����

•  保育施設検索ウェブサイト「働くママ応援し隊」
を開設、運営を開始

����
•  株式会社ソフトウェアコントロールを連結子
会社化

���9
•  ����年�月に創業者の池田が一般財団法人

NPO法人等支援池田財団を設立（����年�
月より公益認定を取得し、公益財団法人アイ
ネット地域振興財団に改称）

����
•  創立��周年
•  ENEOS株式会社との
合弁会社株式会社
ENEOSデジネット設立

����
•  東京証券取引所プライム市場に移行

����
•  プライマル株式会社と資本業務提携を締結

����
•  東京証券取引所市
場第一部に上場

•  連結子会社�社（日本アイ・エス・テイ株式会
社、株式会社ソフトウェア）を合併し、株式会
社IST ソフトウェアとしてスタート

����
•  株式会社アイネット・データサービス設立（障
がい者雇用特例子会社）

•  第�データセンター
第Ⅰ期棟稼働
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アイネットの強み

自社データセンターの運営で蓄積されたノウハウをベースに、デー
タセンターサービスからBPO＊まで、万全のセキュリティ・確実なオ
ペレーションにより、長年にわたり、お客様のニーズに的確に対応
しています。運用ノウハウを自社のみならずお客様にもご提供する
ことでサービスを強化しています。

11 社会インフラを支えるストックビジネス

■ 自社所有データセンターを活用したクラウドサービスを提供しています。

■  エネルギー産業のバックボーンを支えるプラットフォーム・サービスを展開してい
ます。

■  金融機関向け業務システム（カードローン、原価管理等）は、多くの銀行、ノンバン
クの業務システムとして採用されています。

22 情報処理・開発・BPO＊のワンストップサービス

■  クラウドサービスの提供、データ処理、計算にとどまらず、関連するシステムの開
発から、処理結果の顧客宛て通知（電子メール、郵便）等、一連のプロセスを自
社で対応することが可能です。

■  お客様からは、合理化、DX化の力強いパートナーとして評価されています。

33 実績は多数、顧客と深く長い取引関係を構築

■  50年を超える業歴を有し、特にエネルギー産業、流通業（コンビニ等）、金融業
（銀行、ノンバンク等）および人工衛星開発等で多くの実績があります。

■  これらの実績を背景として、安定した受注を続けています。

  サービス展開モデル
お客様・社会のDX推進に適合するシステム開発サービス、情報処理サービスをワンストップで提供して
います。

システム開発サービス

情報処理サービス

運用・BPOのアイネット

＊BPO(Business Process Outsourcing)：業務の企画・設計・実施までを一括してアウトソーシングすることの略

プリント・メーリング 
BPOサービス
・プリンティング
・封入封緘、発送
・ コンタクトセンター 
エントリーサービス

システム設計・開発
・コンサルティング
・  アプリケーション、 
パッケージソフト開発
・制御組込、宇宙開発
・システム運用、保守

サービスステーション 
向け受託計算サービス
　・在庫管理
　・請求管理
　・売掛／買掛管理
　・販売分析

データセンター・ 
クラウドサービス
・クラウドサービス
・ コロケーション／ 
ハウジング
・IT マネージドサービス
・ 運用設計／ 構築／監視、
管理、技術サポート
・SaaS
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アイネットグループの価値創造プロセス

アイネットグループは、事業活動を通じ、社会課題の解決に貢献し、ステークホルダーの皆様のお役に立てるよう取り組みを進めています。

重点強化ポイント

DX、New Normal時代に向け
た顧客サービス、研究開発の推進

共創・イノベーション推進と 
価値創出

人材の多様化、高度化、 
生産性向上

サービス展開モデルにおける事業
ポートフォリオの適切な運営、 

企業価値の向上

プリント・ 
メーリング 

BPOサービス

システム設計・ 
開発

サービス 
ステーション 
向け受託計算 
サービス

データセンター・ 
クラウドサービス

ワンストップ 
サービス

環境に配慮した
事業の展開

社会貢献活動の
推進

ステークホルダー
との関係向上

システム開発、データセンター、クラウドサービス、 
受託計算、BPOまでワンストップで提供財務資本

  総資産：37,607百万円
  自己資本比率：53.4%

製造資本
  自社データセンター
  開発体制
  自社アプリケーション

知的資本
  自社データセンター・BPO運営
ノウハウ
  長年の開発ノウハウ
  特許等

人的資本
   従業員数：1,651名

社会関係資本
  パートナー（開発・販売）
  他社との連携サービス
  顧客基盤

注：実績は����年度末

財務資本
  売上高：37,763百万円
  営業利益：2,887百万円
  ROE：11.7%

社会価値
株主・投資家

  企業価値の向上、株主還元
  情報開示の推進

お客様
  DX推進の企画・提案、IT利用促
進、基盤、セキュリティ提供

  業務高度化・効率化

ビジネスパートナー
  共存共栄、価値の共創
  適正な取引、調達

従業員
  人間力向上、成長、自己実現
  働きやすく安心な場の提供

社会・地域
  社会を支えるITプラットフォーム
の提供

  環境負荷低滅

経営資本 事業活動 提供価値

システム開発
サービス

情報処理
サービス

G

E S
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財務ハイライト
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営業利益／営業利益率

総資産／自己資本比率 PER／PBR 1株当たり配当金／総還元性向

親会社に帰属する当期純利益／ROE売上高

 PER　  PBR
注�： PER＝期末株価÷�株当たり当期純利益　
注�：PBR＝期末株価÷�株当たり純資産

 �株当たり配当金　  総還元性向　

 親会社に帰属する当期純利益　  ROE　
注： ROE＝親会社株主に帰属する当期純利益÷自己資本（期首・期末の平均値で
算出）×100

 情報処理サービス　  システム開発サービス　  システム機器販売　  営業利益　  営業利益率　

 総資産　  自己資本比率

2020.3

（億円）

（億円） （倍） （円）

（億円）（億円）

2021.3 2022.3 2023.3 2024.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3 2024.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3 2024.3

2020.3 2021.3 2022.3 2023.3 2024.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3 2024.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3 2024.3
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一度決めたらやり通す―強い想いでアイネットを設立
　アイネットの前身であるフジコンサルトの創業は1971年、その歩みはガソ

リンスタンド（サービスステーション、以下SS）向け受託計算事業から始まりま

した。創業者である池田典義が、SS業界で経営の大きな負担となっていた煩

雑な請求、販売、仕入等の一連の事務作業（以下、業務管理事務）を効率化し、

業界全体の合理化を図ることに大きなビジネスチャンスを感じ、立ち上げた事

業です。

　1960年代後半から、日本では急速にモータリゼーションが進展し、それを

支えるインフラとして、SSの整備拡充が求められていました。当時、石油元売

り大手のモービル石油で営業担当社員を務めていた池田は、SSの新設や石

油製品の販売促進に奔走しており、SS業界特有の「掛売」や「一物多価」と

いう商習慣に対応するための煩雑な業務管理事務が、店舗拡大や収益向上

のボトルネックとなっていることを現場で感じていました。そのような問題を

社長メッセージ

代表取締役 兼
社長執行役員

佐伯  友道

全社一丸となって問題解決に挑戦し、 

事業を通じて地域社会に 

貢献することにより、 

アイネットをさらに大きくしていきます。
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解決するために、池田は当時商用化され始めたばかりのパーソナルコンピュー

タ（以下、パソコン）に目を付け、手書きの業務管理事務をシステム化するこ

とを着想したのです。そのアイデアにSS経営者も大いに関心を示し、好感触

を得ることができた池田は、SS事業者からなる協同組合方式によって業務管

理事務を受託する会社を設立することを念頭に、具体的な行動に移すことに

しました。

　パソコンを使ってSSの業務管理事務をいかに効率化するか、そのためにど

のようなプログラムが必要なのか、現場の実務を知り尽くしていた池田には既

に腹案があり、当時の上司の親戚が勤めていた日本IBM横浜支店の協力を得

ながら、早速システムづくりに着手しました。ところが、いざシステムが完成す

ると、総論で賛成だったSS経営者たちが協同組合方式での会社設立に難色を

示し、断念せざるを得ない状況になってしまいました。しかし、つくったシステム

には自信があり、つくってしまった限りは開発に要した代金を支払わなければ

なりません。池田は悩んだ末に会社設立費用を自ら工面し、フジコンサルトを

設立させたのでした。

　その後、1973年に発生した第一次オイルショックに伴う原油価格の大幅な

変動によって、SSの業務管理事務はさらに煩雑さを極めました。その結果、SS
からの業務管理事務委託が急速に増加し、フジコンサルトは瞬く間に事業を拡

大していきました。このようにアイネットは、不測の事態に陥ったとしても決して

諦めることなく、一度決めたらやり通すことを信条としていた池田の強い想い

によって設立され、成長を続けてきました。その想いは、今もアイネットの企業

文化として継承されています。

社長メッセージ

「持つ経営」で独自の成長を遂げる
　当社は、創業から数年は自前の大型コンピュータを持っておらず、大企業か

ら夜間に借りてデータを処理し、出来上がったデータを紙に出力した後に、各

SSに配送するということを行っていました。しかし、創業者の池田は、事業にお

ける重要な資産を自前で持つことが経営の安定につながり、また事業の幅を大

きく広げていく上で重要であると考えていたことから、����年に自社大型汎用

機（最新鋭機のNEC製ACOS��システム）を導入しました。創業�年目にして実

現した大型コンピュータの導入は、当時の事業規模からすると思い切った設備

投資ではありましたが、その後のデータセンターの建設や運用等につながる決

断であり、アイネットが大きく成長する礎となりました。同時期には、自前の大

型コンピュータを持たない、いわゆる「持たざる経営」により、ソフトウェア開発

会社やシステム開発会社等のIT企業が急成長を遂げることも珍しくありません

でしたが、当社は受託計算事業を念頭に置き、あえて「持つ経営」にこだわりま

した。

　その後、急速に増え始めたクレジットカード支払いによって、当社の成長は勢

いを増します。SS業界はクレジットカード支払いの普及が早く、そのシステム開

発と運用を当社が受託することになったのです。仕組みについて少し詳しく説明

しますと、まず石油元売り会社がSSをとりまとめ、クレジットカード会社と包括的

加盟契約を結びます。その契約に基づき、SSでクレジットカード利用があると、

当社のデータセンターにすべての利用データが自動的に集積されることになり

ます。当社では、その内容を精査した上で、数十社にのぼるクレジットカード会
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社各社に利用データを納め、同時に各SSにカード利用明細を納めます。また、

決済については、クレジットカード会社から石油元売り会社経由でSSに入金さ

れます。このような一連の仕組みによって、クレジットカード会社、石油元売り会

社、SSは煩雑な事務処理から解放され、当社はクレジットカード会社とSSの双

方から手数料収入を得ることができるようになっています。

　さらに、個人の現金利用客の動向に加え、クレジットカード利用客の動向も

把握することが可能になったことから、販売情報管理分析サービスの開発にも

つながり、当社はSS業界にとってますます重要なパートナーとなりました。今に

なって振り返ると、「クラウド」という言葉が使われるようになる遥か以前から、

アイネットは類似したシステムをつくり、運用してきたといえるでしょう。

　それから複数のソフトウェア会社との合併を経て現在のアイネットがありま

す。自前のデータセンターとソフトウェア開発の両方を併せ持っていることが当

社の特徴の一つであり、他社との差別化につながるユニークな強みとして発揮

されています。

IT系のサービスにとどまらず、 
一つの業務からその前後の業務へとサービスを拡充
　アイネットのユニークさが表れている事業の一例に、メーリングサービス事業

があります。メーリングサービス事業は、DMや請求書、各種通知書、給料明細

等のプリントから封入・封緘、発送までのすべての工程を自社のデータセンター

内のセキュアな環境下で行う、当社ならではのワンストップサービスです。もと

もとはSSの帳票プリント業務のために所有していた高速プリンターのアイドリン

グタイムを有効活用しようと、30年ほど前に私自身が立ち上げた事業となって

います。帳票プリント業務では、毎月の締日には高速プ

リンターがフル稼働しますが、その他はほとんど稼働しま

せん。そこで、限られた期間に集中して大量のプリントを

必要とする金融機関や自治体の業務を請け負うことを考

えました。当初は高速プリンターによるプリント業務のみ

を請け負っていましたが、徐々に実績を積み上げる中で業

務領域を拡大し、その後工程である連続帳票の切り離しと

折り、封入・封緘、発送業務までを一貫して担うようになり

ました。

　このように、当社は顧客の業務負担軽減のため、一つの

業務からその前後の業務へとサービスを拡充してきました。

それにより、システム開発やデータセンターの運用といっ

たIT系のサービスにとどまることなく、非IT系のBPO業務

も含めたあらゆるサービスを提供することが可能となっています。さらに、シス

テム開発で接点のある顧客にメーリングサービス等の周辺サービスを提案し、

メーリングサービスを提供している顧客にはシステム開発に関する提案をする

といったクロスセルも推進することで、事業拡大につなげています。

「いかに自分らしいやり方をつくり出せるか」を問い続ける
　メーリングサービス事業に関連し、少し私自身の話をしたいと思います。私は

入社してから5年ほどはデータセンターの運用・管理を行う、いわゆる技術職の

業務に携わっていました。当時の私は、コンピュータシステムの専門性を高めて

いくうちに、自分が特殊な技術を身に付けたかのような錯覚に陥っていました。
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そのような時に突然、創業者の池田に声をかけられました。「これまで身に付け

てきたのは技術でもなんでもなく、既存のマニュアル通りに動くことだ。本当の

技術というのは、自ら考え、自分なりのやり方をつくり出し、それをお客様に理

解してもらうことであり、いわばマニュアルで学習したことを目の前のお客様に

合わせて『応用』していくことにあるのだ」と言われ、それまでの業務とは真反

対にあたる営業職への配属を打診されたのです。営業職には、分かりやすいマ

ニュアルが存在しません。その中で「いかに自分らしいやり方をつくり出せるの

か」、池田から私に課せられた課題でした。はじめは戸惑いもありましたが、営

業職に携わる中で池田の言葉の真意が身に染みて分かるようになりました。そ

の解の一つとして提案したのが、先ほど申し上げたメーリングサービス事業の

事業化です。事業立ち上げには、マニュアルどころか先導者もいません。手始

めに以前からお取引のあった地場の金融機関や自治体へご提案し、少しずつ

新規の仕事を獲得しながら、プリントした納品物を自分自身でトラックに積み込

み、運転して郵便局に運ぶようなこともしました。そして、時には失敗を経験しな

がらも試行錯誤を重ね、メーリングサービス事業の基礎的な仕組みを構築して

いきました。当時は有り難いことにバブルの最盛期であり、販売促進用のDM
ハガキ等が毎月数百万通と出ていましたので、需要は旺盛でした。さらに、メー

リングサービス事業ではSSや金融といった業界は関係なく、あらゆる業界が顧

客となる可能性があるため、アイネットの顧客層が大きく広がりました。

　振り返ると、池田は私の「型にはまるのを嫌う」本来の性格を理解した上で、

このような機会を与えてくれたのだと思います。営業職を経験したことで、「お

客様の役に立つために自分らしく考え、行動することの大切さ」や、そうするこ

とにより得られる達成感、充足感を実体験で学ぶことができました。現在でも

「いかに自分らしいやり方をつくり出せるか」を自分自身に問い続け、日々精進

しています。

中期経営計画のもと、新たな事業機会の創出に挑む
　事業環境や社会が激しく変化する今日、未来を予測することは容易ではあり

ません。むしろ下手に予測をし、それに固執すること自体がリスクになりうると

感じています。そのような中で、私たちがすべきことは、事業環境や社会が変化

することを理解した上で、どのような未来になろうとも、その時代に合わせたサー

ビスを提供し続けることです。アイネットの前身のフジコンサルトがSS業界の

問題解決から始まったように、いつの時代にも解決すべき問題が必ずあります。

その問題に挑み、応え続けることで、アイネットはこの先も発展し続けることが

できると考えています。

　それを具現化するために、私が2023年6月に社長就任した際に掲げたのが、

「プラットフォーム戦略」です。データセンターを中心とする当社の既存サービス

やパートナーを「伸ばし」「増やす」ことで、新たな事業機会を創出することを目

指しています。その実現に向けては、社員一人ひとりが自分らしく考え、「もしか

したら来年、再来年にはこんなサービスが必要になるのではないか」ということ

を自由に議論し、提案し合える環境をつくることが重要です。私自身もその一員

として、議論の火付け役となり、会社全体を盛り上げていきます。そのようにして

生み出されてきた多くのサービスから、大きな成長が見込まれるものに経営資

源を集中することで、次の時代のアイネットを支える事業を育てていきたいと考

えています。
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売上高は過去最高を大幅に更新
　本中計2年目となる2023年度は、売上高が前年度比7.9%増の377億63
百万円、営業利益が同35.6%増の28億87百万円となりました。売上高は、前

年度を大きく上回る過去最高の結果となっています。クラウドサービスやSS向

け受託計算等を提供している情報処理サービスが好調に推移したことに加え、

システム開発サービスにおいて、主に金融業向けシステム開発が順調に推移し

たことが、売上高の増収につながりました。また、人件費等の販管費が増加しま

したが、価格の見直しと省エネルギー効果による原価抑制に努めた結果、収益

性が改善したことから、営業利益についても大幅な増益を達成することができ

ました。社員の日頃の頑張りがこのように成果として表れたことを嬉しく感じて

います。

　一方、新規顧客獲得や新規サービス創出については、十分に伸ばすことがで

きませんでした。2023年度の増収・増益は、主に既存の顧客、サービスの価格

見直しとコスト削減によるものであり、いわば、一時的な要因が大半を占めて

います。当社はこの数値上の成長に甘んじることなく、新規顧客獲得や新規

サービス創出に貪欲に取り組むことで、次なる成長の実現を目指していきます。

そのために、2024年度については、各事業部の横串を強化し、事業間シナジー

を生み出すために立ち上げたタスクフォースの活動を本格化させ、現場の活性

化を図ります。同時に、M&Aも視野に入れながら積極的な投資を進め、プラッ

トフォーム戦略を加速させていきます。また、アイネットの長期的な成長にとって

重要な役割を担う「第3データセンター」の新設に向けた準備も着々と進める予

定です。

好調な業績を背景に��期連続の増配を目指す
　株主還元については、当社は総還元性向40%以上を目処とし、安定的な配

当を継続して実施するとともに、内部留保に努め、今後発生する資金需要等の

対応を図る方針です。2024年度は、先ほど申し上げた通り業績が好調に推移

したことから、1株当たり年間配当金を前年度から3円増配し、56円（中間配当

28円、期末配当28円）としました。13期連続の増配を予定しています。内部留

保金は、プラットフォーム戦略の推進やデータセンターの拡充等への設備投資

に有効活用することにより、企業価値の向上に努めていきます。

　また、2023年度の当社の自己資本利益率（ROE）は前年度から4ポイント上

昇し、11.7%となりました。株主資本コスト5.0%を上回る水準で推移していま

すが、引き続き資本効率を維持・向上させるべく、政策保有株式の縮減を進め

るとともに、株主還元を強化し、純資産の無制限な増大を抑制することで、ROE
の極大化を図っていきます。

株主還元方針  総還元性向��%以上を目処、安定的な配当を継続して実施するとともに、
内部留保に努めて、今後発生する資金需要等への対応を図る

�株当たり年間配当金は、��期連続増配を達成
（円）

2023 年度2022 年度2021 年度2020 年度2018 年度2017 年度
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20.0
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44.2% 41.8% 40.9% 49.1%
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44.3%

2019 年度

 中間配当金　   期末配当金　  総還元性向　
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地域社会から必要とされる会社であり続ける
　創業者の池田から受け継いでいるアイネットの価値観に「地域社会から必

要と認められる会社であること」があります。池田は弱者に寄り添う人間であ

り、2009年には特例子会社を設立する等、早くから障がい者雇用に力を入れ

てきました。また、創業の地である横浜市への思い入れが強く、私にも「ここま

でやって来られたのは横浜が私を育ててくれたからだ」ということをよく話し

ていました。池田の地域への感謝や、恩返しがしたいという気持ちは、生まれ

も育ちも横浜市の私からしてもとても強いものに感じられます。2019年には、

横浜市をはじめとした神奈川県のさまざまな社会貢献活動を支援、助成する

ことを目的にアイネット地域振興財団を設立しました。寄付金等を通じてNPO
法人等の活動を支え、地域貢献活動を代行していただいています。このような

活動に対する想いは今後も大切に受け継ぎ、さらに発展させていきたいと思っ

ています。

　そのためにも事業の成長が不可欠です。トップラインを伸ばしていかなくては

なりません。繰り返しにはなりますが、アイネットの仕事は問題解決であり、問

題というのは解決したらその先にも問題があり、絶えることはありません。また、

アイネットはIT企業でありながらも、メーリングサービスのような物理的で泥臭

い仕事も担えます。社内の横串を強化し、連携することによって解決できる問題

はまだまだ数多くあるはずです。全社一丸となって問題解決に挑戦し、事業を

通じて地域社会に貢献することにより、アイネットをさらに大きくしていきます。

そして、その音頭をとり、盛り上げていくのが私自身の使命です。株主・投資家

の皆様におかれましては、当社の価値観や意思をご理解いただき、これからの

アイネットの取り組みにご期待いただきますようお願い申し上げます。

2024年9月

代表取締役 兼 社長執行役員
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事業戦略
プラットフォーム戦略̶̶伸ばし、増やす事業戦略
社会がいかに変わろうとも、アイネットグループは変化に合わせた形で、プラットフォーム上のサービス・パートナーを伸ばし、増やすことでさらなる成長を目指します。
時代の変化に合わせた多彩なサービスやパートナーを取り込み、戦略的な出資や提携、スタートアップ企業への支援、連携等も進めていきます。

システム開発

アイネット
DX本部

ISTソフトウェア

ソフトウェア 
コントロール

アイネット・ 
データサービス

3DC新設予定（クラウド、コロケーション／ハウジング、メーリング、BPO）
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）
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ハイブリッド（紙／Web）

11 システムのサービス化 22 戦略的協業の強化 33 新規事業の取り組み

事業戦略
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�  無担保ローンシステムのSaaS化

�  �  AIセキュリティのグローバルリーダーDarktrace Holdings Limitedと代理店契約、販売を開始

�  SaaS型無担保ローンシステムの展開

�  協業パートナーへの戦略出資

�  新しい技術のサービス化のため、戦略的提携

�  SaaS 型企業との連携

�  他社との業務提携

�  オンプレパッケージ製品中心のシステム会社と戦略的提携、製品のクラウド展開に協力、協業

�  スマートメータを活用したLPガス販売管理システム「プロパネット」の展開

�  �  AIデータの分析・応用を目的に（株）AVILENと資本業務提携、AIを活用したサービス開発

�  �  宇宙関連ビジネス強化を狙い、取引先でもある（株）アストロスケールホールディングスへ出資

�  �  DX推進に欠かせない先進のセキュリティ事業を展開する（株）ブロードバンドセキュリティと提携、同製品の販売を開始

事業戦略

「�本の矢」の推進̶̶伸ばし、増やすための�つの施策
2023年3月期（前々期） 2024年3月期（前期） 2025年3月期（当期） 取り組み状況

����年�月：
無担保ローンシステムのSaaS化
製品「LOAN RANGER® UC」

同年�月：
SaaS型の消費財卸売業界向け
システム「SupplyLinker®」を販
売開始

�   自社開発ソフトのクラウドリフト
（サービス化）

�   他社開発ソフトのクラウドリフト
（サービス化）

�   社内外にある新しい技術、ビジネ
スのサービス化

�   新ビジネス・技術を持つ企業と
の提携

�   パートナー企業サービスの事業
展開支援

�   事業シナジー効果を期待したM
＆Aの活用

�   自社リソースを活用した新規ビジ
ネスの展開

�   新ビジネス・技術を持つ企業と
の資本提携・買収

�   他社サービスの展開、取り込み
を目的とした業務提携

2023年11月：
クラウドベースで経営管理ソフト
を提供するプライマル株式会社と
資本業務提携

2024年2月：
「スタートアップ企業との連携プ
ロジェクト」を開始
複数のSaaS型スタートアップ企
業と協議中

11 システムのサービス化

22 戦略的協業の強化

33 新規事業の取り組み

inet Report ����　�� 事業戦略



中期経営計画(2022年4月-2025年3月)の概要 

計数目標 売上高・営業利益の増加を図りつつ、営業利益率・ROEの向上も目指す

重点強化ポイント サービス別事業戦略

2022年3月期　実績 2024年3月期　実績 2025年3月期　目標（当初計画） 2025年3月期　目標（修正計画）

売上高 31,169百万円 ３７,７６３百万円 37,700百万円 40,000百万円
営業利益 2,367百万円 2,887百万円 3,200百万円 3,200百万円
営業利益率 7.6% 7.6% 8.5% 8.0%
ROE 10.1% 11.7% 10%以上 10%以上 

DX、New Normal時代に
向けた顧客サービス、研究 

開発の推進

• クラウドサービス普及拡大
• 非接触、非密集対策
• ビッグデータ・AI・IoT推進

共創・イノベーション推進と 
価値創出

• SDGs推進専門部署設置
• 産公学民連携事業推進
• 財団、特例子会社による事業活動推進

人材の多様化、高度化、 
生産性向上

• 社員の能力開発
• ダイバーシティ推進
• キャリア形成支援
• 働き方改革の推進

サービス展開モデルにおける
事業ポートフォリオの適切な
運営、企業価値の向上

•  自社データセンターによる 
ワンストップモデル推進

• ストックビジネス強化

重点強化ポイント 主な取り組み 関連SDGs

データセンター・ 
クラウドサービス

• インフラ運用、システム運用、業務運用まで幅広いサービス提供推進
• 顧客に応じクラウドへの移行を手厚くサポート
• 新サービス拡充（セキュリティ、ストレージ等）
• 高効率、低消費電力サーバ・ストレージによる省エネルギーサービスの提供

受託計算サービス
• 石油元売り・商社向けDX推進強化（業務効率化提案等）
• 大手特約店向けサービス拡充（規制対応、ASP利用拡大）
• 顧客の拡大（SS向けサービス拡充、LPG業界向けサービス展開）

プリント・メーリング・ 
BPOサービス

• 業務効率化コンサルティング推進（電子と紙のハイブリッド化）
• サービス多角化（協業先との連携-BPO、配送サービス等）
• 業務の質・量の強化に向けた設備の増強と効率的運営

システム開発サービス
•  金融機関向けサービスの強化
• 販売管理システム、IoTプラットフォームのサービス展開強化
• 宇宙・衛星事業における協業と自社サービスの強化

情
報
処
理
サ
ー
ビ
ス
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データセンター・クラウドサービス、サー
ビスステーションの受託計算／決済処
理、プリント・メーリング、ビジネス・プロ
セス・アウトソーシング（BPO）／コール
センターの業務等、お客様のシステムや
データをお預かりし、運用、処理、加工す
るサービスです。

情報処理
サービス

サービス別売上高の推移　（億円）

売上高の増減要因　（百万円）

売上総利益の増減要因　（百万円）

 データセンター・クラウドサービス　  受託計算　  メーリングサービス

事業概況

2024年3月期の概況
　2024年3月期は、社会のDX化進展を背景に、データセン

ター・クラウドサービスの利用が着実に増加しました。また、電

気料金の高騰に伴う原価上昇への対応力を高めるために、取

引採算の改善に努めたことで、売上総利益率が改善しました。

加えて、サービスステーションからの受託計算サービス（事務

処理、代金決済等）が堅調に推移し、メーリングを中心とした

BPOサービスも増収基調となったことから、2024年3月期の

情報処理サービスの売上高は前期比7.7%増の14,805百万

円、売上総利益は同33.1%増の3,169百万となりました。

　データセンター・クラウドサービスは、デジタル化推進やIT
投資需要の高まりを背景に、既存顧客によるデータセンター

やクラウドの活用が続いており、2024年3月期の売上は好調

を維持することができました。ここ数年、拡大してきている顧

客の需要に積極的に応えるため、引き続きサービス展開力の

強化に努めていきます。

148
137

125119108
101 10198969188

2024.32023.32022.32021.32020.32019.32018.32017.32016.32015.32014.3
2321161519 1824232323

4343414036 3936363736

74 82
676445 524137

25

36

383229

Information Processing Services

820 22 213 14,805

13,749

115

585 7 -55 50 83 3,169

2,381

2023.3

2023.3

2024.3

2024.3

データセンター・
クラウドサービス

データセンター・
クラウドサービス

+700

受託計算
サービス

受託計算
サービス

-48

増収効果

増収効果 増収効果収益性変動 収益性変動 収益性変動

前期比　7.7%増
増加額　1,056 百万円

前期比　33.1%増
増加額　787 百万円

メーリング
サービス

メーリング
サービス

+133
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お客様のニーズに合わせて、システム開
発、アプリケーション開発はもちろんのこ
と、要件定義・設計から開発・運用まで、
さまざまな業種・業態のお客様の異なる
ご相談に柔軟に対応しています。豊富な
実績から培ったノウハウでお客様に最適
なご提案をいたします。

システム開発
サービス

2024年3月期の概況
　2024年3月期は、金融業や流通業向けのシステム開発案

件が、引き続き順調に増加しました。また、大手顧客から受

託する運用保守ビジネスが安定収益として貢献したほか、シ

ステム開発を行っているグループ会社２社の業績も好調に推

移しました。アイネットグループが強みを持つ金融業・流通

業・通信サービス業・エネルギー関連・宇宙関連ビジネス

等の分野において、アイネットグループが持つノウハウや技

術力が高く評価されており、これが安定的な受注、売上の計

上につながっています。以上の結果、2024年3月期のシステ

ム開発サービスの売上高は前期比7.7%増の21,340百万

円、売上総利益は同3.3%増の4,700百万円となりました。

System Development Services

サービス別売上高の推移　（億円）

 ソフトウェア受託開発　  ハードウェア受託開発等　
2024.32023.32022.32021.32020.32019.32018.32017.32016.32015.32014.3
1819161516 1714171818

179 195
159154148 172

129124

14

125117113

213
198

175169
189

143
164

139141135131

売上高の増減要因　（百万円）

売上総利益の増減要因　（百万円）

1,613 -80 21,340
19,806

343 -204
-24 37 4,700

4,548

2023.3

2023.3

2024.3

2024.3

ソフトウェア
受託開発

ハードウェア 
受託開発等

ハードウェア 
受託開発等

+13

ソフトウェア 
受託開発

+139

増収効果
増収効果

収益性変動
収益性変動

前期比　7.7%増
増加額　1,533 百万円

前期比　3.3% 増
増加額　152百万円

事業概況
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ESG

 基本的な考え方

　当社は1971年の創立以来、神奈川県（横浜市）に本社を置き、地元のお客様やパートナー

企業様に支えていただきながら成長を続けてきました。これまでの感謝の気持ちより、地域密

着経営を大切にし、社会貢献活動として、NPO法人やボランティア団体等への支援のための

財団設立、障がい者雇用促進のための特例子会社の設立等さまざまな活動に取り組んできま

した。世の中では、2015年に国連が採択した2030年に向けた「持続可能な開発目標

（SDGs）」の国際的な枠組みを踏まえ、持続可能な社会づくりに向けた動きが加速しています。

当社では「情報技術で新しい仕組みや価値を創造し、豊かで幸せな社会の実現に貢献する」

という企業理念のもと、創業者がガソリンスタンドの事務効率化の課題を解決するために会

社を設立して以来、お客様の課題を情報技術で解決することを続け、事業を通した社会づくり

を行ってきました。ESG経営では、事業活動から環境に与える影響を最小化させていく活動へ

の取り組みや、経営環境の変化に迅速に対応できるガバナンスの強化、社員の健康増進を支援

する取り組み、多様化する社員のニーズを的確に対応するダイバーシティ推進の強化を通じて、

社員一人ひとりの働きやすいビジネス環境づくりにも積極的に取り組んでいます。

　今後もさらに成長を続ける企業であり続けるために、多彩な人材と情報技術やサービスを

通じて、経済価値、社会価値、環境価値を創出し、さまざまなステークホルダーの皆様と共に

豊かな社会づくりに取り組んでいきます。

環境(E)
　地球環境問題は、次世代そして将来の人類に対しても影響を及ぼすものです。当社は、社会

インフラを支えるデータセンター（以下、DC）を所有しており、エネルギーの省力化・環境負荷

低減等に努めています。また、これらの活動の基底となる環境マネジメントシステムも構築して

います。

アイネットグループの環境宣言

　株式会社アイネット、その子会社および関連会社（「アイネットグループ」という）は、地球環境問
題への真摯な取り組みの一環として、アイネットグループのバリューチェーン全体における温室効果
ガス排出量ゼロの達成目標年度を2050年度から2040年度に前倒しで実現することにいたしまし
た。
　併せて、従来、アイネットグループによる温室効果ガスの排出量（Scope1,2相当）を2030年度ま
でに2022年度対比で33.6%以上削減するとしておりましたが、この目標についても、同年度対比で
50%以上削減することに上方修正いたしました。
　当社は、2023年7月21日に気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）提言への賛同を表明
し、アイネットグループの温室効果ガス排出量ゼロの目標年度と具体的な削減目標について公表い
たしました。その後、自社のデータセンターで使用する電力の一部を再生可能エネルギー由来のも
のに切り替えております。今回、その実績を踏まえて、目標を改めました。
　近年、地球温暖化といった課題がますます深刻化しており、私たちは持続可能な未来を築くため
に行動を起こす責任があると考えています。再生可能エネルギーは、化石燃料に比べて温室効果ガ
スの排出量を大幅に削減し、環境に与える影響を最小限に抑えることができます。そのため、アイ
ネットグループは自社データセンターで使用する電力を再生可能エネルギー由来のものに切り替え
ていくことで、積極的に温室効果ガス排出の削減に貢献していきます。
　2040年度までにアイネットグループのカーボンニュートラルを実現するため、アイネットグループ
は効果的な戦略を立て、積極的に再生可能エネルギーの利用を進めることに注力します。再生可能
エネルギー供給パートナーとの協力を通じて、安定かつ信頼性の高い再生可能エネルギー供給を
確保し、データセンターの持続可能性を高めます。
　再生可能エネルギーへの切り替えは、アイネットグループのお客様にとっても重要な利点をもた
らします。お客様のサーバーをデータセンターに集約することで大きな電力削減効果があります。エ
コフレンドリーなデータセンター環境は、お客様の持続可能性の目標達成を支援し、企業価値の向
上に寄与します。アイネットグループはお客様との協力関係を大切にし、再生可能エネルギーの活
用によるメリットを共有していくことをお約束いたします。
　アイネットグループは、この環境宣言を真摯に受け止め、データセンター運営における環境への
負荷を軽減し、地球環境への貢献を継続的に追求してまいります。
　私たちの取り組みが、より持続可能な社会の実現に向けた一歩となることを信じています。

2023年7月21日公表　2024年1月19日改訂

株式会社アイネット　代表取締役 兼 社長執行役員　佐伯 友道
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環境(E )

 TCFD提言に基づく開示

　アイネットグループは、気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）の提言に基づき、気候

変動問題がアイネットグループに及ぼすリスクと機会を複数シナリオのもと、分析・評価し、グ

ループ全体の親会社である株式会社アイネットの社内に設けられた専門委員会、取締役会への

報告・協議・決議を経て、アイネットグループの環境戦略に反映させる取り組みを進めています。

TCFD提言に基づく情報開示について、詳しくはこちらをご参照ください。
  https://www.inet.co.jp/sustainability/tcfd.html

ガバナンス
　アイネットグループでは、気候変動を含む環境課題への対応について、ガバナンス方針と実

行体制を整え、気候変動への対応に関する重要な方針や施策について審議・決定するととも

に、改善や新たな取り組みにつなげています。

　アイネットグループは、ESG経営をさらに推進するために、����年�月に当社内にSDGs推

進室を新設しました。また、当社代表取締役兼社長執行役員を委員長とするSDGs推進委員

会を設置して、年�回、SDGs活動に関する報告、協議を行い、全社でSDGs活動に積極的に取

り組んでいます。SDGs推進委員会では、気候変動に関連する取り組み、リスク・機会、対応方

針、情報開示等につき、協議・決議を行っています。また、進捗状況をモニタリングし、決議事

項や進捗状況を取締役会に報告しています。

　SDGs推進室は、SDGs推進委員会を運営するとともに、全社的な取り組み、リスク・機会、

対応方針、情報開示等につき具体的な検討を行い、決議事項について各事業部門を通じ事業

活動へ展開し、フォローを行います。

戦略
・シナリオ分析

　アイネットグループが展開する事業は「情報処理サービス」と「システム開発サービス」で売

上高の約96%を占めています。

　2022年度は、気候変動の影響を受けやすいDC運営を抱える情報処理サービスを対象に

TCFD提言に基づく「2℃、および4℃の気温上昇」にてシナリオ分析を行いました。

　アイネットグループの電力使用の99%がDC由来であることから、「情報処理サービス」のみ

を分析対象としています。

2℃シナリオ 4℃シナリオ

影響 財務
インパクト 影響 財務

インパクト

情報処理
サービス

・ 多額の炭素税が課されることにより、
化石燃料由来の電気料金は大幅上
昇。電力使用による原価コストが嵩
み、DC運営コストが上昇する。
・ 省エネルギー対応機器、空調機器、
環境対応等の設備投資コストが増加
する。

高

・ 激甚災害、気温の上昇等の影響に
より、DCの運営コストが嵩むととも
に、DCの運営そのものができなく
なる懸念あり。
・ 省エネルギー対応機器、空調機器、
環境対応等の設備投資コストが増
加する。

高

システム開発
サービス

・ 電気料金の高騰により、開発現場
の電気料金等の費用増加が見込
まれる。
・ ただし、同サービスにおける使用
電力は、DCが消費する電力量と
比較するとごく僅かであることか
ら、電気料金によるコスト増の影響
は相対的に大きくない。

低

・ 電気料金の高騰により、開発現場
の電気料金等の費用増加が見込
まれる。
・ ただし、同サービスにおける使用
電力は、DCが消費する電力量と
比較するとごく僅かであることか
ら、電気料金によるコスト増の影響
は相対的に大きくない。

低

取締役会

SDGs推進室

内部監査室

経営企画本部

総務人事本部

財務本部

SS本部

DX本部

ITMS本部
DC本部

IMS本部

グループ会社

監督・検証・承認 報告
監督

連携

連携

事務局

事業部門

SDGs推進委員会

ソーシャルイノベーション本部

SDGs推進委員会の体制図
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環境(E )

・リスク分析（情報処理サービス）

項目 リスクファクター
2℃シナリオ 4℃シナリオ

概要 財務
インパクト 概要 財務

インパクト

移行リスク（2030年）

カーボンプライシング（炭素税）付
加・上昇 サーバーや機器の価格上昇、電気料金上昇を価格転嫁できないリスク 中 サーバーや機器の価格上昇、電気料金上昇を価格転嫁できないリスク 低

再生可能エネルギー導入 調達がままならずバリューチェーンから締め出されるリスク 高 調達がままならずバリューチェーンから締め出されるリスク 中

気候変動に対応するシステムや
サービス提供の遅延 技術の変化や新たなサービス領域への進出が遅れるリスク 中 技術の変化や新たなサービス領域への進出が遅れるリスク 低

対応の遅れによる評判低下 企業価値低下、バリューチェーンから締め出されるリスク 中 企業価値低下、バリューチェーンから締め出されるリスク 低

物理的リスク（2040年）
自然災害増加 停電増加、停電時の燃料供給が滞りDCが停止するリスク 中 異常気象によりDCが被災するリスク 

停電増加、停電時の燃料供給が滞りDCが停止するリスク 高

気温上昇 空調コスト等の増加に設備投資が追い付かず価格競争力が低下するリスク 中 空調コスト等の増加に設備投資が追い付かずDCの維持が困難になるリスク 高

移行リスク：低炭素経済への移行に関するリスク　物理的リスク：気候変動による物理的変化に関するリスク

・機会分析（情報処理サービス）

側面 概要
財務インパクト

2℃シナリオ 4℃シナリオ

資源の効率性 DCは大量の電力と冷却システムを必要としますが、エネルギー効率を高めることでコスト削減や環境への負荷軽減が図れます。省エネルギーシステムや冷却技術の開発や導入
により、DCの運営効率を向上させることが可能となり、このような技術の提供やコンサルティングサービス等、エネルギー効率化に関連するビジネスチャンスが期待できます。 高 中

エネルギー源
再生可能エネルギーの利用が求められる中、DCは再生可能エネルギーへの移行を促進する役割を果たすことができます。再生可能エネルギー発電所との提携や、再生可能エネ
ルギーを導入することで、クリーンエネルギーを利用したDCとしてサービス提供が可能です。さらに、エネルギー供給業者との連携や電力取引プラットフォームの構築により、DC
がエネルギー市場に参入するチャンスも期待されます。

高 中

製品・サービス
DCは企業や組織のデータ管理やクラウドサービスを提供する役割を果たしています。気候変動リスクの高まりにより、DCを利用した災害対策やビジネス継続性プランの重要性が
高まります。強力な災害復旧サービスやデータバックアップソリューションの提供、セキュリティ対策の強化等、気候変動によるリスクに対応するサービスへの需要の増加が期待で
きます。

高 高

市場
気候変動対策が企業や組織の重要な課題となる中で、企業は持続可能なビジネスモデルへの進化が求められています。DC事業者は、クライアントに対してエネルギー効率や持続
可能性に関するデータやレポートを提供することで、環境負荷の削減や持続可能なビジネス戦略の支援を行うことが可能です。また、持続可能性指標に関するデータの収集・分
析、報告ツールの提供等、市場における環境関連サービスの需要も拡大することが想定されます。

高 中

強靭性（レジリエンス）
企業は気候変動による自然災害に対する強靭性（レジリエンス）の向上が求められます。DC事業者は、DCの設計や運営を通じて、地震や洪水等の災害リスクに対する対策を講じ
ることができます。強固なインフラストラクチャの構築や災害対応プランの策定、バックアップ施設の提供等、強靭性を高めるためのサービスやソリューションへのニーズが高まる
ことが想定されます。

高 高
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・対応

リスク管理
・リスクの特定・評価プロセス

　アイネットグループでは、TCFD宣言に基づくシナリオ分析を通して、気候変動関連の重要

なリスクと機会について特定を行い、状況の把握と評価を実施しています。また、毎月定例で

開催される、業務リスク管理を行うリスク管理委員会において、SDGs推進室が担当部署とし

て気候変動関連リスクと関連性の高いオペレーショナルリスクの評価・判定も行っています。

・リスクの管理プロセス

　年�回開催されるSDGs推進委員会において、全体リスクの見直し、実施状況を把握して、グ

ループ全体の環境戦略に反映をしています。また、SDGs推進室は、SDGs推進委員会で把握

したリスクに対して、関連部門、関連部署との連携を図り、対処していきます。

・経営におけるリスクコントロール

　発生したリスクや課題について、SDGsを担当する役員、SDGs推進室が内容を把握し、速

やかに経営陣に報告をします。経営陣および取締役会は、報告に対して管理監督を行い、必

要に応じて、指示、命令を行うことでリスクや課題に対応しています。

指標と目標

Scope３の対応：アイネットグループ全体のバリューチェーンからの排出量を調査して、����年度中に対応方針を決定する予定。
＊  PUE（Power Usage Effectiveness）： DCの電力使用効率を示す指標。 DC全体の消費電力を、サーバ等のICT機器の消費電力で割っ
た数値。

温室効果ガスの排出（過去データ）

想定されるリスク 時間軸 リスクに対する対応策

カーボンプライシング
（炭素税）付加・上昇 中期

2024年度までに再生可能エネルギー由来の電力をDCに導入。再
生可能エネルギー由来の電力への依存度を高めて、化石燃料への
依存度を低下させることで、炭素税の影響を低減する方針。

再生可能エネルギー導入 中期

2024年度までに再生可能エネルギー由来の電力をDCに導入。同
時期にDCに太陽光発電等の導入を進め、グリーン対応を促進す
る。将来的には、再生可能エネルギー源が枯渇する恐れがあること
から、長期契約で安定的な利用を確保します。

気候変動に対応するシステムや
サービス提供の遅延 中期 DCのグリーン化を早期に実現することで、環境対応のシステム導

入やサービス展開を早期に実現、リスク低減を図ります。

対応の遅れによる評判低下 中期～長期 DCのグリーン化を前倒しで実現することで、対応の遅れによる評判
の低下の可能性を低減させます。

自然災害増加 長期
DCバックアップ電源の強化（発電機追加、燃料タンク増強等）を実
施すること等の施策により、自然災害への抵抗力を高めて、影響を
軽減化します。

気温上昇 長期 DCの冷房能力増強を図ること、および機器メンテナンス、更新を定
期的に実施することで、気温上昇への対応能力を増強します。

0

10

20

30

40
（千t-CO2） 

第2DC 
93.0%

グループ会社 
0.4%第1DC 

6.0%

部署別構成比

2023年度 
温室効果ガスの 
総排出量

36.0 千t-CO2

2030年度 2040年度

指標と目標 アイネットグループによる温室効果ガスの排出量
（Scope1,2）を2022年度比で50%以上削減する。

アイネットグループのバリューチェーン全
体の温室効果ガスの排出量を100%削
減する。

具体的な対応

（1） 自社DCで使用する電力の一部を再生可能エネル
ギー由来の電力に切り替える（KPI：2025年度は
2022年度比で30%以上削減）。

（2） 太陽光発電等のオンサイトPPAを導入する（2024
年度）。

（3） 省エネルギー化、機器の発熱抑制等（PUE＊1.40
を達成する水準）。

（1） アイネットグループとして、効果的な
戦略を立て、再生可能エネルギーの
利用をさらに推し進める（追加で再生
可能エネルギーの導入を進める）。

（2） 自社DCで使用する電力を100%再生可
能エネルギー由来の電力に切り替える。

��18年度 ��19年度 ��20年度 ��21年度 ����年度 ����年度
 第2DC 14.0 19.3 24.0 28.4 35.2 33.5 
 第1DC 2.8 2.6 1.8 2.6 2.3 2.2 
  グループ
会社 0.2 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 
 その他 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2

その他 
0.6%

注：小数点第2位で四捨五入
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環境(E ) ･社会(S)

再生可能エネルギーの導入計画

社会(S)
　当社が行っている事業は、人材がすべての柱であり、人材に関する取り組みを中心に持続

可能な基盤づくりを行っています。健康経営やダイバーシティを推進し、「働きがいのある職場」

「働きやすい職場」の形成に努めています。また、障がい者雇用等にも取り組み、障がい者の

自立を支援しています。

 人事方針
　当社は、「社員が経営における最大の財産である」という理念のもと、社員の働きがいの実

感につながり、会社と社員が共に成長できる「公正な人事制度」を定めています。また、「アイ

ネットグループ」として多様な人材が活躍できることを目指し、人材育成・ダイバーシティ＆イン

クルージョン・環境整備の取り組みを実施しています。

基本的人権
　法令遵守・基本的人権を尊重し、差別的な取り扱いを行わない、セクハラ・パワハラ等の各

種ハラスメントによる人格を無視する行為をしないことを定め、人権尊重に関する指針として

います。

公正な採用
　当社は、能力・人物本位の採用選考を行っており、公正な採用活動を基本方針としています。

　国籍・性別・年齢・出身学校等にかかわらず応募機会を提供しているほか、エントリーシー

ト提出時や面接においては、本籍地や宗教、性的指向・性自認等の本人の能力・適性に関連

のない事項に関しては不問として選考を実施しており、面接に当たる関係者に対して公正な採

用選考のための トレーニングを実施しています。

その他
　社外にも相談窓口を設置し、コンプライアンスを遵守した経営を行っています（各種ハラス

メント相談窓口、内部通報制度）。

 人材開発
新入社員へ向けた取り組み
　当社では新入社員を対象に、新人同士の一体感

の醸成や能力開発を目的とし、入社後十分な期間

の研修を実施しています。配属後は既存社員とペア

を組む3～6か月のマスター制度を実施しています。

　さらに、３年目までは年一度の集合研修開催によ

り、若手社員を長くフォローしています。

�

��,���

��,���

��,���

��,���

���,���

����年度
実績

����年度
実績

����年度
計画

����年度
計画

����年度
計画

����年度
計画

����年度
計画

����年度
計画

����年度
計画

 再生可能エネルギー電力　  通常電力　

（MＷh）
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社会(S )

キャリア形成
・技術研修

　社員一人ひとりが成長できるよう配属部門で必要とするビジネススキル、技術研修等さまざ

まな研修の受講が可能となっています。

・階層別研修

　社内研修や外部専門研修機関も活用したコミュニケーションやマネジメント技術等を学べ

ます。

・語学研修

　外部の英会話スクールの受講料を一部会社負担にて、英語力を身に付けることができます。

・資格奨励サポート

　100種類以上のさまざまな資格試験を対象に、合格者には奨励金の支給を行い、資格合格

をサポートしています。

・副業

　従業員の副業・兼業により自発性、創造性、新しい技術もしくは成し遂げたいことへの挑戦、

交渉等の自己能力を向上させることを目的に副業制度を導入しています。自己実現を通じ、従

業員がより働きがいをもって本業へ還元することも期待しています。

 健康経営の推進
　当社は、社員にとって安心して力を発揮できる労働環境をつくるため、ワークスタイルの変

革を推進しています。

健康経営の目的
　当社は、創業以来、行動指針の一つとして感謝・継続・健康を掲げてきました。

　グループ理念「inet Way」では、「持続的成長を可能にするエクセレントカンパニーへ」とい

う経営方針があります。この持続的成長を実現するためには、社員の心身の健康こそが最重

要課題と考え、社員全員が健康な会社を目指し健康経営を推進していきます。

推進体制
　代表取締役兼社長執行役員を健康経営推進の最高健康責任者として、人事部、健康支援

室が連携して施策を検討・実施していきます。また、健康保険組合との連携により社員の健康

状態の把握・医療費等のデータを活用し、衛生委員会との連携により社員の声を取り入れた

健康経営を推進します。

推進体制図

取締役会

社長

人事部 健康保険組合

外部機関

社員・家族

管理監督者

衛生委員会
産業医

健康支援室 
（産業保健スタッフ）
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 健康経営推進の数値実績
従業員情報
　従業員数および平均勤続年数は増加傾向。従業員が長く働ける環境を築いています。

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
従業員数 （名） 940 964 969 954
正社員平均勤続年数 （年） 16.7 16.5 16.7 16.7
正社員平均年齢 （歳） 40.6 40.2 40.3 40.3

行動習慣
　有給休暇取得日数は増加傾向。メリハリをつけたワークライフバランスの実現をサポートし

ています。
2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 傾向

運動習慣率（週2回以上運動）（%） 18.5 21.6 24.5 25.4 改善
喫煙率（%） 22.5 23.1 22.5 18.7 改善
朝食摂取率（毎日摂取）（%） 54.2 57.3 54.7 56.0 改善
短時間睡眠率（%） 35.7 33.0 37.0 39.0 退歩
飲酒過多率（毎日飲酒）（%） 13.1 12.2 13.0 10.5 改善
平均法定外残業時間（時間） 11.3 11.8 13.7 15.6 退歩
平均有給休暇取得日数（日） 14.2 14.7 15.6 16.7 改善

 ダイバーシティ
　多様な社員が異なる分野の知識・経験・価値観を持ち寄ることで新しい発想が生まれ、製品・

サービスの新規開発・改良につながります。当社は、性別・年齢・国籍・障がい・性的指向・性自

認・価値観・働き方にかかわらず、個性を活かし、能力を発揮できるような環境づくりを目指します。

　当社は以下の方針を掲げ、ダイバーシティを推進しています。

　① 社員一人ひとりが活躍するための要望や課題の把握と改善

　② 経営側と従業員の双方が主体的に推進していくための風土づくり

　③ 他社、地域、行政とのコミュニケーション活動に参画し、社会の課題解決につなげる活動

ダイバーシティ推進体制
・ダイバーシティ推進室

　当社が掲げるダイバーシティ方針に従い、多様な人材が能力を最大限に発揮できるよう、組

織的かつ継続的に取り組んでいくため、2018年10月にダイバーシティ推進室を新設しまし

た。ダイバーシティ施策策定やダイバーシティ委員会の運営、多様化するお客様のニーズにも

応えられるよう推進しています。

・ダイバーシティ委員会

　ダイバーシティ推進室を事務局とし、経営者と各事業部より職種、性別、年齢、役職を問わ

ず、さまざまなメンバーが参加しています。社内で挙がったダイバーシティを進めるための課題

について話し合い、解決につながる活動をしています。

女性活躍への取り組み
　当社では女性活躍の推進を持続的成長のための経営戦略と位置づけ、積極的に女性活躍

推進に取り組んでいます。女性が長く安心して働き続けられるための取り組みとして、女性向

けのセミナーの開催や、働きやすい環境整備を行っています。

・若手女性向けライフキャリア両立研修

　女性はライフイベントによるキャリアへの影響が大きくなりがちなことから、両立しながら継

続して長期的に働くビジョンを早い段階から養うための研修を外部講師を招いて実施してい

ます。

・女性管理職・女性リーダー向け研修

　女性管理職、女性リーダー、リーダーを目指す女性社員に向け、マネジメントやキャリア形

成の研修を定期開催しています。

社会(S )
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・女性の健康

　女性が働く上での障壁を取り除き、より活躍するためには女性特有の健康問題を解消して

いく必要があります。

　婦人科がん検診の補助や、生理や更年期障害に関するセミナー、エクササイズプログラム等

を実施しています。

・仕事と子育て・介護の両立支援

　当社では、性別にかかわらず育児休業の取得を推進しており、現在、取得した女性社員の

復帰率はほぼ100%となっています。また、子育てや介護と仕事の両立ができるようなさまざ

まな制度を取り入れています。2022年度の法改正に沿って、男性育児休業の取得推進にも一

層注力していきます。

LGBTQへの取り組み
　当社は、LGBTQへの取り組みをダイバーシティ推進の重要テーマの一つであると捉え、意

識啓発・環境整備・風土づくり等を行っています。

・制度の整備

　従業員の同性パートナーを配偶者とみなす、パートナーシップ制度を導入しています。また、

相談窓口や健康診断について等、具体的対応と方針を分かりやすくまとめた「LGBTQに関す

る対応ガイドライン」を策定しています。

・相談窓口の設置

　セクシュアリティに関する相談窓口を設けており、社内イントラネットで社員に周知しています。

・研修

　社員研修で、LGBTQに関する基礎知識・対応例等を取り上げています。また、社内のフッ

トサル大会では、スポーツとLGBTQに関するトークイベントを実施しました。

 社会貢献活動
公益財団法人アイネット地域振興財団
　2019年、創業者池田典義が出資し、一般財団法人としてスタートしました。その後、当社も

出資参加し、2020年には神奈川県より公益認定を取得しました。貧困対策、地球環境対策等

への活動を行うNPO団体等の活動を支援・助成する事業を通じて地域社会の発展に貢献し

ています。

公益財団法人アイネット地域振興財団について、詳しくはこちらをご参照ください。
  https://www.inet-found.or.jp/ 

株式会社アイネット・データサービス
　2009年、障がい者雇用の促進を目的に特例子会社の株式会社アイネット・データサービス

を設立しました。特例子会社は、全国に598社、神奈川県には50社（2023年 6月1日時点）あ

り、同社はその中の1社です。業務は、データ入力や軽作業、全員が正社員雇用というのが大

きな特長です。同社は神奈川県からの信頼、認知度が高まっており、 今年度は神奈川県内の

教育委員会からの依頼で、新任副校長等の職場研修を受け入れました。ご家族の方にも安心

していただけるよう、長く働ける場所を提供し、障がいのある方が「自立・成長・自律」できる

よう支援を続けています。

社会(S )
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 基本的な考え方
　当社は、業務の有効性と効率性、財務報告の信頼性、関連法規の遵守を目的に、透明性を高

め、経営環境の変化に迅速に対応できる組織体制の構築、維持を重点事項として推進しています。

 現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由
　当社は、経営の意思決定機能と業務執行を管理する機能を取締役会が持つことにより、迅速か

つ的確な経営および執行判断が可能な経営体制となっています。また、監査等委員会設置会社で

あり、取締役の職務執行の監査等を担う監査等委員を取締役会の構成員とすることで、取締役会

の監督機能を強化し、さらなる監視体制の強化を通じてより一層のコーポレート・ガバナンスの充

実を図っています。さらに、取締役会に対する十分な監視機能を発揮するため、社外の客観的・専

門的見地から経営全般についての助言を行うことが期待できる社外取締役７名（うち４名は監査

等委員）を選任し、うち７名を独立役員としています。それらの体制により、監査等委員会設置会社

として十分なコーポレート・ガバナンス体制を構築していることから、現状の体制を採用していま

す。

 企業統治の体制の概要
　当社は、監査等委員会設置会社です。また、執行役員制度を導入しており、取締役会は「経営の

意思決定および監督機能」を担い、執行役員が「業務執行機能」を担っています。

監査等委員会
　当社は監査等委員会設置会社制度を採用しています。当社の監査等委員会は常勤監査等委員

の市川裕介を委員長とする、坪谷哲郎、鈴木紀子、中川ひろみで構成されており、４名全員が社外

取締役です。監査等委員である社外取締役４名は、いずれも東京証券取引所の定めに基づく独立

役員として指定しており、その専門的見地および外部視点を監査体制に活かすことをその役割と

して期待し、選任しています。また、監査等委員は監査の充実を目的に、毎月監査等委員会を開催

し、グループ会社を含めた監査役等連絡会を定期的に行い、グループ全体での情報の共有化と

監査等委員会のレベルアップを図っています。

取締役会
　当社の取締役会は、代表取締役兼社長執行役員の佐伯友道を議長とする、取締役7名、監査等

委員である取締役4名で構成されており、毎月１回定例で取締役会を開催しています。また、監査

等委員は、経営の監視・監督をする立場から積極的かつ有効な意見を述べ、コーポレート・ガバ

ナンスが適正に機能するよう努めています。

執行役員制度
　当社は経営の監督と業務執行機能の分担を明確にするため執行役員制度を導入しています。

この制度により取締役会の業務執行に対する監督強化、ならびに意思決定の迅速化による経営

の健全性・効率性の確保に努めており、毎月１回定例で執行役員会を開催しています。

グループ経営会議
　代表取締役兼社長執行役員の佐伯友道を議長とする、取締役の内田直克、今井克幸、小山真

一、根岸秀尚、監査等委員の市川裕介、執行役員12名、事業・統括部長15名、グループ会社の社

長および役員とその他取締役等が指名する部門管理者で構成される「グループ経営会議」を毎月

開催し、予算統制を中心に各部門からの業績報告と今後の対策の検討を行っています。

法務関連について
　複数の法律事務所と顧問契約を締結し、法律問題全般に関して適時助言と指導を受けられる体

制を整えています。
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リスク管理委員会
　リスク管理委員長である代表取締役兼社長執行役員の佐伯友道主導のもと、取締役の内田直

克、今井克幸、小山真一、根岸秀尚、執行役員12名、部長2名および事務局で構成される「リスク

管理委員会」を毎月開催し、当社の事業展開に悪影響を及ぼす可能性のあるリスクに関して、そ

の対策の検討および進捗状況の確認を行っています。

指名・報酬諮問委員会
　経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名、ならびに、経営陣幹部・取締役の報酬等に係る取

締役会の機能の独立性・客観性と説明責任の強化を図り、コーポレート・ガバナンス体制をより一

層充実させるため、取締役会の任意の諮問機関として、社外取締役を委員の過半数とする指名・

報酬委員会を設置しており、定期的に委員会を開催しています。指名・報酬委員会は、委員長であ

る代表取締役兼社長執行役員の佐伯友道、取締役の内田直克、社外取締役の竹之内幸子、北川

博美および黒川雅夫の５名で構成されています。

当社のグループ会社の業務の適正を確保するための体制
　当社は、グループ会社に当社の役員等を監査役として派遣し、当社のグループ会社の重要事項

が、当該役員等を通じて当社に報告される体制を構築しています。

 取締役の状況
　取締役会メンバーは、当社事業をはじめ専門業務に対する幅広い知識・経験・能力を有する

者、また、当社事業にかかわらず会社経営あるいは産業・社会等に係る幅広い知識と豊富な経験

を有する者で構成することを原則としています。

取締役関係

株主総会

取締役会監査等委員会
取締役

代表取締役

執行役員

業務執行部門

監査等委員である取締役

選任・解任・監督

選任・解任・監督

諮問・答申連携

選任・解任

連携

監査・監督

内部監査

選任・解任

会計監査 
（外部監査）

助言・指導

会計監査人

顧問弁護士

内部監査室【内部統制】

指
名
・
報
酬
委
員
会

リスク管理 
委員会

グループ 
経営会議

当社のコーポレート・ガバナンス体制及び内部統制システムの概要図

定款上の取締役の員数 20名

定款上の取締役の任期 1年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 12名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 7名

社外取締役のうち独立役員に指定されている人数 7名

inet Report ����　�� ガバナンス（G）



ガバナンス(G )

社外取締役

氏名 監査等委員 独立役員 適合項目に関する補足説明 選任の理由

竹之内 幸子 ○ ̶

長年企業経営に携わり女性活躍推進をテーマとした講演およびコンサルティング等を数多く行っており、そこで培った経験を当
社の経営およびダイバーシティ推進に活かしていただくため、社外取締役として選任しています。当社社外役員の独立性判断基
準を満たしており、また、東京証券取引所が定める一般株主と利益相反の生じるおそれがあるとされる事項に該当しておらず、
独立性を有しています。

北川 博美 ○ ̶

当業界出身ではない客観的な視点を持ち、かつ情報マネジメントにおける高度な学術知識を有しており、これらの視点・知識を
当社の経営に活かしていただくため、社外取締役として選任しています。過去に会社の経営に関与された経験はありませんが、
上記の理由により職務を適切に遂行していただけると判断しています。当社社外役員の独立性判断基準を満たしており、また、
東京証券取引所が定める一般株主と利益相反の生じるおそれがあるとされる事項に該当しておらず、独立性を有しています。

黒川 雅夫 ○ ̶

神奈川県庁入庁後、副知事等の要職を歴任しており、豊富な知識や経験、自治体をはじめとした幅広い人脈を有していることか
ら、当社の企業価値向上に貢献していただくため、社外取締役として選任しています。過去に会社の経営に関与された経験はあ
りませんが、上記の理由により職務を適切に遂行していただけると判断しています。当社社外役員の独立性判断基準を満たして
おり、また、東京証券取引所が定める一般株主と利益相反の生じるおそれがあるとされる事項に該当しておらず、独立性を有し
ています。

市川 裕介 ○ ○

同氏が2020年3月まで勤務していましたエムエスティ保険
サービス株式会社とは、営業取引関係がありますが、同社
および当社の売上高に照らしてその取引金額は僅少であ
り、特別の利害関係を生じさせる重要性はありません。

管理部門業務に精通しており、経営管理に関する豊富な経験と実績を有するとともに、企業統治に関する高い知見を有している
ことから、専門的かつ客観的視点から監査・監督機能の強化を果たしていただくため、社外取締役（監査等委員）として選任し
ています。過去に会社の経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により職務を適切に遂行していただけると判断して
います。当社社外役員の独立性判断基準を満たしており、また、東京証券取引所が定める一般株主と利益相反の生じるおそれ
があるとされる事項に該当しておらず、独立性を有しています。

坪谷 哲郎 ○ ○

同氏が2018年6月まで常務取締役だった株式会社ＮＴＴ
データＮＪＫは、営業取引関係がありますが、その取引金額
は当社の売上規模に鑑みると僅少であり、特別な利害関
係を生じさせる重要性はありません。

金融システムに関する高い専門性と会社経営に関する豊富な経験を当社経営の監査・監督に活かしていただくため、社外取締
役（監査等委員）として選任しています。当社社外役員の独立性判断基準を満たしており、また、東京証券取引所が定める一般
株主と利益相反の生じるおそれがあるとされる事項に該当しておらず、独立性を有しています。

鈴木 紀子 ○ ○ ̶

大学准教授および講師として女性の働き方とキャリア形成に関する幅広い経験と識見を有しており、客観的視点から監査・監
督機能の強化を果たしていただくため、社外取締役（監査等委員）として選任しています。当社社外役員の独立性判断基準を満
たしており、また、東京証券取引所が定める一般株主と利益相反の生じるおそれがあるとされる事項に該当しておらず、独立性
を有しています。

中川 ひろみ ○ ○ ̶

米国公認会計士資格を有し、国内外の企業に対して会計・税務に関するコンサルティング業務等を提供してきた実績を有してい
ることから、高度な専門知識および経験を活かし、また、グローバルな視点をもって当社経営の監査・監督機能の強化を果たし
ていただくため、社外取締役（監査等委員）として選任しています。当社社外役員の独立性判断基準を満たしており、また、東京
証券取引所が定める一般株主と利益相反の生じるおそれがあるとされる事項に該当しておらず、独立性を有しています。
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取締役報酬関連
　当社は、取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議してい

ます。取締役会は、当該事業年度に係る取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別

の報酬等について、報酬等の内容の決定方針および決定された報酬等の内容が取締役会で

決議された決定方針と整合していることや、指名・報酬諮問委員会からの答申が尊重されて

いることを確認し、当該決定方針に沿うものであると判断しています。

役員報酬の内容
　���3年度に役員へ支払った報酬等の総額は次の通りです。

　取締役（監査等委員を除く）に支給した報酬等の総額

　�名　���百万円（うち社外取締役　�名　��百万円）

　取締役（監査等委員）に支給した報酬等の総額

　�名　��百万円（うち社外取締役　�名　��百万円）

注1：上記には、����年�月��日開催の第��回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役�名を含んでいます。
注2：取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれていません。

社外取締役（社外監査役）のサポート体制
　現時点では、社外取締役を補佐する担当部門は設置していませんが、必要に応じて担当役

員より事前説明や資料送付を行っています。監査等委員である社外取締役についても、担当

部門は設置していないものの、常勤監査等委員以外の監査等委員については、監査等委員会

の運営連絡を含めて常勤監査等委員から適宜情報が伝達されています。

 取締役会の実効性評価
　当社は��16年度より取締役にアンケートを実施、その結果を分析し、取締役会で報告していま

す。����年�月に社外取締役、監査等委員を含めた全��名に対し、2023年度アンケートを実施

し、取締役会全体の実効性を評価。����年�月の定時取締役会にて、評価結果を報告しました。

　分析結果では取締役会の実効性は確保できていることが確認できています。ただし、経営

課題やDX戦略、SDGs・ESG戦略については、取締役会での議論の機会をより増やすべきと

の意見もあり、取締役会の実効性を高めるために、運営方法のさらなる見直しの検討が必要

と共有されました。

 政策保有株式
政策保有に関する方針
　当社は、円滑な事業運営、取引関係の維持・強化等を目的として、中長期的な経済合理性や将

来見通しを総合的に勘案した上で、必要と判断される場合に限り、株式を政策的に保有します。保

有する株式については、事業環境の変化等を踏まえ、個別銘柄ごとに保有目的、保有に伴うリス

ク、投資リターン等の検証を行い、縮減を念頭に置き、定期的に保有方針を検証していきます。

政策保有株式に係る議決権行使の基準
　当社は、政策保有株式の議決権行使について、当社の保有方針に適合するかどうかに加

え、当該企業の経営方針や事業戦略を確認し、企業価値の向上につながるか等を総合的に勘

案して、議案への賛否を個別に判断しています。 また、必要に応じて、提案内容等について発

行会社と対話を行っていきます。

 株主との建設的な対話に関する方針
　当社は、IRポリシーを制定し、基本方針・開示基準・開示方法・沈黙期間等を開示しています。

また、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するよう、合理的な範囲で株主・投資家

との対話に対応しています。当社は、経営戦略・IR部をIR担当部署として設置し、執行役員をIR
担当役員とするIR体制を整備しています。株主や投資家を含むステークホルダーに対し、IR担当

部署が経営企画・総務・経理・人事・事業部門等と十分に連携し、経営・財務状況等を適時適

切に開示しています。株主との対話としては、本決算発表後の事業説明会、アナリスト・機関投

資家向けに年2回決算説明会を開催し、代表取締役社長による説明および対話を行っています。
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また、代表取締役社長はじめ経営陣幹部やIR担当部署が機関投資家との個別面談や個人投資

家向けの会社説明会等を適宜実施しています。株主・投資家の意見等は、IR担当役員が必要に

応じて取締役会等に付議・報告する等、フィードバックを図っています。なお、対話に際しては、社

内規程に則りインサイダー情報の管理に十分留意しながら実施しています。

 資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応
　当社は、アイネットグループの企業価値を持続的に高めていくことが、経営上の最重要課題

であると認識しています。自社の各サービス特性に基づく経営戦略を立案し、それを踏まえた経

営計画を策定しています。中期経営計画においては、売上高、営業利益、ROEの経営指標に関

する具体的な目標数値とその達成時期等を定めています。単年度の計画数値を毎期着実に実

行することで、中期経営計画で定めた目標数値の達成を実現しています。

　当社は、アイネットグループの資本コストや資本収益性に関して、一定の条件を置いて求めた

数値を把握しています。社内では事業ポートフォリオの観点から、最適な経営資源配分を実現す

るために、アイネットグループの資本コストや資本収益性を把握して、取締役会等で協議してきま

した。

　これまでの協議を基にして、2024年3月15日に「資本コストや株価を意識した経営の実現に

向けた対応について」として、当社の対応状況を公表しています。

　今後も、これら経営指標の改善を反映できる経営計画を策定し、実行できるようにするため

に、さらに検討を進めていきます。

 コンプライアンス／個人情報保護／リスク管理
コンプライアンス基本方針
　アイネットグループは、社会の情報基盤を提供する基幹産業の一員として、健全な情報化社
会の発展に貢献することを「アイネット企業行動憲章」として制定し、コンプライアンス推進体

制を構築するとともに、役員・社員への教育啓発活動を随時実施し、企業理論の向上および

法令遵守の強化に努めています。

個人情報保護について
　当社は、1999年12月3日にプライバシーマークの認定を受け、その後も継続審査に合格し、

認定の更新を続けており、個人情報保護マネジメントシステムの継続的改善に努めています。

お預かりした個人情報を適切に管理、保護することが企業としての社会的責任であり事業活

動の基本であるとの認識のもと、個人情報保護法への理解を深めるために全従業員を対象に

eラーニングによる研修を毎年行う等啓蒙活動を継続して、社外への流出防止対策、外部から

の不正なアクセス等による漏洩防止対策を徹底し、個人情報保護に努めています。

リスク管理基本方針
　当社およびグループ各社は、それぞれが独立した法人として、自己の責任に基づき、グルー

プ経営方針および戦略目標に即したリスク管理態勢を構築し、各種業態およびリスク種別に

よって異なる特性に応じたリスク管理を行うことによりグループの事業価値向上に努めていま

す。グループ各社においては、会社の規模、特性および業務内容に応じてリスクの種類ならび

に定義を最適化し、リスク管理態勢を構築し、各リスクについての評価、モニタリング、対策の

実施等を自律的に行っています。

　リスクマネジメント部が各社のリスク管理部門等と連携し、グループリスク管理会議の開催

等を通じてそのリスク管理状況や各種対策の進捗を把握し、共有することでグループのリスク

マネジメントに取り組んでいます。

当社のコーポレート・ガバナンスについて詳しくは、こちらをご参照ください。
  https://www.inet.co.jp/ir/esg/governance.html
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役員一覧

代表取締役兼社長執行役員

佐伯 友道
代表取締役兼専務執行役員

内田 直克
取締役兼常務執行役員

今井 克幸

取締役兼執行役員

小山 真一
取締役兼執行役員

根岸 秀尚

����年 株式会社フジコンサルト（現株式会社アイネット）入社
����年 当社ＭＳ事業部長
����年 当社執行役員ＭＳ事業部長
����年 当社取締役メーリングサービス事業部長
����年 株式会社アイネット・データサービス代表取締役社長
����年 当社常務取締役戸塚事業本部長兼メーリングサービス事業部長 
 株式会社アイネット・データサービス取締役会長
����年 当社常務取締役データセンター本部長兼 
 メーリングサービス事業部長兼ＩＴマネージドサービス事業部所管
����年 当社常務取締役データセンター本部長兼 
 ＩＴマネージドサービス事業部所管
����年 当社取締役兼常務執行役員ＳＳ本部長兼データセンター本部長兼 
 ＩＴマネージドサービス事業部所管
����年 当社取締役兼常務執行役員ＳＳ本部長兼ＤＣ本部長兼ＩＴＭＳ本部長
����年 当社取締役兼常務執行役員ＳＳ本部長兼DC本部長兼 
 ＩＴＭＳ本部長兼メーリングサービス事業部所管
����年 当社取締役兼常務執行役員事業統括兼ＩＴＭＳ本部長
 当社取締役兼専務執行役員事業統括兼ＩＴＭＳ本部長
 当社取締役兼専務執行役員事業統括兼ＤＣ本部長
����年 当社取締役兼専務執行役員
 当社代表取締役兼社長執行役員（現任）

����年 株式会社横浜銀行戸塚支店長
����年 当社入社財務本部経理部統括部長
 当社執行役員財務本部経理部統括部長
����年 当社執行役員本社統括代理
 当社取締役本社統括代理
����年 当社取締役本社統括
 株式会社アイネット・データサービス取締役
����年 当社取締役本社統括兼財務部長
����年 当社取締役本社統括
 当社常務取締役本社統括
����年 当社取締役兼常務執行役員本社統括兼財務本部長
����年 当社取締役兼常務執行役員財務本部長
����年 株式会社ISTソフトウェア監査役
����年 当社取締役兼常務執行役員事業統括
 当社代表取締役兼専務執行役員事業統括（現任）

����年 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行（現株式会社三菱ＵＦＪ銀行） 
 融資部臨店指導室上席調査役
����年 当社入社総務部長
 当社執行役員総務部統括部長兼法務・コンプライアンス室長
 当社執行役員総務部統括部長兼リスクマネジメント室長
����年 当社執行役員総務人事本部長兼総務部統括部長兼 
 リスクマネジメント室長
����年 当社取締役兼執行役員総務人事本部長兼総務部統括部長兼 
 リスクマネジメント室長
����年 当社取締役兼執行役員総務人事本部長
����年 当社取締役兼執行役員本社統括兼ソーシャルイノベーション本部長
 当社取締役兼常務執行役員本社統括兼 
 ソーシャルイノベーション本部長（現任）
����年 株式会社ISTソフトウェア監査役（現任）

����年 当社入社
����年 当社第１ソリューション事業部長
����年 当社執行役員DX本部副本部長兼FinTech事業部長
����年 当社上席執行役員DX本部長代行
����年 当社上席執行役員DX本部長
����年 当社取締役兼執行役員DX本部長（現任）

����年 株式会社イムラ封筒（現 株式会社イムラ）執行役員営業副本部長兼 
 パッケージソリューション営業統括部長
����年 当社入社メーリングサービス事業部長
����年 当社執行役員メーリングサービス事業部長兼営業部長兼業務部長
����年 当社執行役員メーリングサービス事業部長
����年 当社執行役員IMS本部長兼BPO事業部長
 当社取締役兼執行役員IMS本部長兼BPO事業部長（現任）
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社外取締役 竹之内 幸子

社外取締役（監査等委員） 坪谷 哲郎 社外取締役（監査等委員） 鈴木 紀子 社外取締役（監査等委員） 中川 ひろみ

社外取締役 北川 博美 社外取締役 黒川 雅夫 社外取締役（常勤監査等委員） 市川 裕介

役員一覧

����年  産能大学経営情報学部 
（現産業能率大学情報マネジメント学部）准教授

����年  産業能率大学情報マネジメント学部教授（現任）
����年  同大学情報マネジメント学部 

現代マネジメント学科主任
����年 同大学コンテンツビジネス研究所長（現任）
����年 当社社外取締役（現任）

����年 神奈川県庁入庁
����年 同副知事
����年 県信用保証協会会長
����年 神奈川県内広域水道企業団企業長
����年 神奈川商工会連合会顧問（現任）
 当社社外取締役（現任）
 学校法人神奈川大学理事（現任）

����年  日本電信電話公社（現日本電信電話株式会社）入社
����年 エヌ・ティ・ティ・データ通信株式会社 
 （現株式会社エヌ・ティ・ティ・データ）転籍
����年 同社第一金融事業本部副事業本部長
����年  エヌ・ティ・ティ・データシステム技術株式会社参与
  同社取締役NTTDATAグローバルビジネス担当
����年  株式会社エヌジェーケー（現株式会社NTTデータ

NJK）常務取締役システム事業本部長
����年 株式会社NTTデータMSE監査役
����年 当社社外取締役（監査等委員）（現任）
����年  株式会社エヌ・ティ・ティ・データ・イントラマート 

監査役（現任）

����年  エムエスティ保険サービス株式会社 
東京営業第５部長

����年 同社中部東支社長
����年 同社総務部長
����年 当社社外取締役（常勤監査等委員）（現任）

����年 株式会社浜銀総合研究所調査部入社
����年  横浜国立大学男女共同参画推進センター准教授
����年  日本女子大学現代女性キャリア研究所 

客員研究員（現任）
����年 中央学院大学法学部非常勤講師（現任）
  日本女子大学リカレント教育課程 

担当講師（現任）
����年 当社社外取締役（監査等委員）（現任）

����年 KPMG LLP Los Angeles入社
����年 Deloitte LLP New York入社
����年 デロイトトーマツ税理士法人入社
����年  InWIT USA LLC 代表取締役（現任） 

当社社外取締役（監査等委員）（現任）

����年 株式会社エ・ム・ズ代表取締役
����年 株式会社Woomax設立 代表取締役
����年 当社社外取締役（現任）
����年  一般社団法人自立学実践研究所 代表理事
����年  株式会社Woomax 

Founder（ファウンダー）（現任）
  一般社団法人自立学実践研究所 理事（現任）
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2024年6月25日開催の株主総会で選任された各取締役のスキルマトリックスは下表の通りです。

氏名 出席回数（出席率） 所有株式数
重要な 

兼職の状況

専門性

企業経営 ＩＴデジタル 営業・ 
 マーケティング

財務・ 
ファイナンス

ガバナンス・ 
法務 人事・労務 グローバル

佐伯 友道 取締役会：��／��（100%） 46,340株 ― ● ● ●

内田 直克 取締役会：��／��（100%） 23,950株 株式会社ＩＳＴソフトウェア 監査役 ● ● ● ●

今井 克幸 取締役会：��／��（100%） 12,000株 ― ● ● ● ●

小山 真一 ― 5,000株 ― ● ● ●

根岸 秀尚 ― 1,500株 ― ● ● ●

竹之内 幸子 取締役会：��／��（100%） 3,200株 株式会社Woomax Founder（ファウンダー） 
 一般社団法人自立学実践研究所 理事 ● ●

北川 博美 取締役会：��／��（100%） 1,200株 産業能率大学情報マネジメント学部 教授
同大学コンテンツビジネス研究所長 ● ●

黒川 雅夫 取締役会：��／��（100%） １��株 神奈川県商工会連合会 顧問
学校法人神奈川大学 理事 ● ●

市川 裕介 取締役会：��／��（100%）
監査等委員会：��／��（100%） 1,600株 ― ● ●

坪谷 哲郎 取締役会：��／��（100%）
監査等委員会：��／��（100%） �,���株 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ・イントラマート 

監査役 ● ●

鈴木 紀子 取締役会：��／��（100%）
監査等委員会：��／��（100%） ―

日本女子大学現代女性キャリア研究所客員研究員
同大学リカレント教育課程担当講師
中央学院大学法学部非常勤講師

● ●

中川 ひろみ ― ― InWIT USA LLC 代表取締役 ● ●

注1：上表は、取締役が有するすべての知見や経験を表すものではありません。
注2：黒川雅夫氏は2023年6月22日開催の当社第52回定時株主総会で取締役に選任されており、取締役会の出席率は就任後の取締役会開催回数13回で計算しています。

取締役会のスキルマトリックス
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財務サマリー

2014年3月期 2015年3月期 2016年3月期 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期

経営成績

売上高 ��,��� ��,��� ��,��� ��,��� ��,��� ��,��� ��,��� ��,��� ��,��� ��,��� ��,���

営業利益 �,��� �,��� �,��� �,��� 2,081 �,��� �,��� �,��� �,��� �,��� �,���

売上高営業利益率（%） �.� �.� �.9 �.� 8.1 �.� �.� �.� �.� �.� �.�

親会社に帰属する当期純利益 ��� ��� �,��� �,��� �,��� �,�21 �,��� �,��� �,��� �,��� �,���

売上高当期純利益率（%） �.� �.� �.� �.� �.� �.� �.� 5.0 �.� �.� �.�

キャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フロー �,��� �,��� �,��� �,��� �,��� �,��� �,��� �,��� �,��� �,��� �,���

投資活動によるキャッシュ・フロー △ �,��� △ ��� △ ��� △ ��� △ �,��� △ �,��� △ �,��� △ �,��� △ �,��� △ �,��� △ �,���

財務活動によるキャッシュ・フロー �,��� △ �,��� △ �,��� △ �,��� △ �,��� �� △ ��� ��� △ �,��� △ �,��� △ �,���

現金及び現金同等物の期末残高 �,��� �,��� �,��� �,��� �,��� �,��� �,��� �,��� �,��� �,��� �,���

財政状態

総資産 ��,��� ��,��� ��,��� ��,��� ��,188 ��,�1� ��,��� ��,��� ��,��� ��,��� ��,���

純資産 ��,��� ��,��� ��,��� ��,��� ��,��� ��,35� ��,��� ��,��� ��,��� ��,��� ��,���

有利子負債 ��,��� �,��� �,��� �,��� �,��� �,��� �,��� ��,��� �,��� �,��� �,���

主な指標

自己資本当期純利益率（ROE）（%） �.� �.� �.4 ��.� ��.� ��.� ��.� �.� ��.� �.� ��.�

総資産当期純利益率（ROA）（%） �.� �.� �.4 �.� �.2 �.� �.� �.� �.� �.� �.�

自己資本比率（%） ��.� ��.� ��.� ��.� ��.6 ��.� ��.� ��.� ��.� ��.� ��.�

総還元性向（%） ��.� ��.� ��.� ��.� ��.� ��.� ��.� ��.� ��.� ��.� ��.�

�株当たり情報

�株当たり当期純利益（EPS）（円） ��.�� ��.�7 �6.67 ��.�� ��.�� ��.�� ���.�� ��.�� ���.�� ��.�� ���.��

�株当たり純資産（BPS）（円） ���.�� ���.�� ���.�� ���.�� ���.�� ���.�� ���.�� �,���.�� �,���.�� �,���.�� 1,257.26

�株当たり年間配当額（円） ��.�� ��.�� ��.�� ��.�� ��.�� ��.�� ��.�� ��.�� ��.�� ��.�� ��.��

（単位：百万円）
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非財務サマリー

Environment：環境
単位 ����年度 ����年度 ����年度 ����年度 2023年度

CO2総排出量　 千t-CO� ��.3 ��.1 ��.� ��.� ��.�

電力使用量（連結） 千kWh ��,��� ��,��� ��,��� ��,��� ��,���

Governance：ガバナンス
単位 ����年度 ����年度 ����年度 ����年度 2023年度

取締役人数 名 � �� �� �� ��

　社内取締役 名 � � � � �

　社外取締役 名 � � � � �

女性取締役比率 % ��.� ��.� ��.� ��.� ��.�

取締役会開催回数 回 �� �� �� �� ��

取締役会開催出席率 % ��.� ��.� ��.� ���.� ���.�

監査等委員会開催回数 回 �� �� �� �� ��

監査等委員会開催出席率 % ���.� ���.� ���.� ���.� ���.�

指名・報酬諮問委員会開催回数 回 � � � � �

指名・報酬諮問委員会開催出席率 % ���.� ���.� ���.� ���.� ���.�

Social：社会
単位 ����年度 ����年度 ����年度 ����年度 2023年度

従業員

従業員数（単体）＊ 名 ��� ��� ��� ��� ���

　男性＊ 名 ��� ��� ��� ��� ���

　女性＊ 名 ��� ��� ��� ��� ���

従業員数（連結）＊ 名 �,��� �,��� �,��� �,��� �,���

平均勤続年数＊ 年 ��.� ��.� ��.� ��.� ��.�

平均年齢＊ 歳 ��.� ��.� ��.� ��.� ��.�

女性管理職比率 % �.� �.� �.� �.� �.�

ダイバーシティ

育児休業取得率（育児目的休暇を含む）

　男性 % ��.� ��.� ��.� ��.� ��.�

　女性 % ��� ��� ��� ��� ���

労務・採用

年間総労働時間 千時間 �,��� �,��� �,��� 1,977 2,010

年次有給休暇取得率 % ��.� ��.� ��.� ��.� ��.�

テレワーク実施率 % NA ��.� ��.� ��.� ��.�

新規採用者数（新卒） 名 �� �� �� �� 45

　男性 名 �� �� �� �� ��

　女性 名 �� �� �� �� ��

新規採用者数（新卒）に占める女性比率 % ��.� ��.� ��.� ��.� ��.�

新規採用者数（中途） 名 �� �� �� �� 23

　男性 名 �� � � � ��

　女性 名 � � � � �
＊3月31日時点
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第三者評価

健康経営優良法人（ホワイト500）

毎年、経済産業省が、地域の健康課題に即した
取り組みや日本健康会議が進める健康増進の
取り組みをもとに、 特に優良な健康経営を実践している大規模法人
を顕彰する制度です。当社は、経済産業省と日本健康会議が共同
で選出する「健康経営優良法人（ホワイト500）」に6年連続で認定さ
れました。

横浜健康経営認証

従業員等の健康保持・増進の取り組みが、将来
的に企業の収益性等を高める投資であると捉
え、従業員等の健康づくりを経営的な視点から考え、戦略的に実践
する「健康経営」の概念を幅広く普及させるため、健康経営に取り組
む事業所を、横浜市が横浜健康経営認証事業所として認証する制
度です。当社は、2024年3月6日付で、横浜市より横浜健康経営認
証事業所として最高ランクである「クラスAAA」の認証を受けました。

ハタラクエール

ハタラクエールは、福利厚生の充実・活用に力
を入れる企業・団体・自治体を表彰する制度で
す。福利厚生の普及・発展を目的に、優れた福利厚生を実施する法
人、およびこれから福利厚生の充実を図ろうとする意欲ある法人を
表彰・認証しています。当社は、「ハタラクエール2024」で最高位の
賞である「優良福利厚生法人（総合）」を受賞しました。

えるぼし認定

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画を
策定し届出を行った事業主が、都道府県労働局へ
申請することにより、厚生労働大臣より女性の活躍推進に関する取り
組みの実施状況等が優良な事業主として認定を受ける制度です。認定
の段階は、評価項目を満たす項目数に応じて３段階あります。当社は、
2018年10月3日付で、女性の職業生活における活躍の推進に関する
法律（女性活躍推進法）第9条に基づく基準に適合するものであるとし
て厚生労働大臣より、認定マーク「えるぼし」の最高位（3段階目）に認
定されました。

プラチナくるみん認定

プラチナくるみん認定とは、次世代育成支援対策
推進法に基づき、「子育てサポート企業」としてより
高い水準で取り組みを行った企業を認定する制度です。当社は、継続
的な仕事と育児の両立支援の取り組みが評価され、2023年3月29日
付で、厚生労働大臣より「プラチナくるみん」の認定を受けました。

かながわ子育て応援団

神奈川県子ども・子育て支援推進条例に基づく
認証制度は、従業員のための子ども・子育て支
援を制度化している事業者を県が「かながわ子育て応援団」として
認証する制度です。当社は、2008年7月3日付で、神奈川県子ども・
子育て支援推進条例に基づく推進事業者として神奈川県より認定を
受けました。

PRIDE指標

PRIDE指標とは、任意団体「work with Pride」
が主催する、職場でのLGBTQ+等の性的マイノリ
ティに関する取り組みを評価する制度です。行動宣言、当事者コミュ
ニティ、啓発活動、人事制度・プログラム、社会貢献・渉外活動のカ
テゴリーで企業の取り組みを評価しています。
当社はこの指標において、2年連続で最高評価である「ゴールド」を
受賞しました。

Y-SDGs認証

Y-SDGs認証制度とは、SDGs達成に向
けて活動している企業等を「環境」「社会」
「ガバナンス」「地域」の４分野・30項目
で評価し、取り組み状況に応じて３つの区分（最上位 Supreme、上
位 Superior、標準 Standard）で認証する横浜市の認証制度です。
当社は、上位 Superiorに認証されました。

かながわSDGsパートナー

かながわSDGsパートナー制度は、
SDGsの推進に資する事業を展開し
ている企業・団体等を県が募集・登
録・発信するとともに、県と企業・団体等が連携してSDGsの普及促
進活動に取り組むものです。セミナー等さまざまな機会や媒体を通
じて、登録企業等と県が連携してSDGsの推進、PRを行います。
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株式情報(2024年3月31日現在)

所有者別株式保有比率

大株主の状況

発行可能株式総数     ��,���,���株

発行済株式の総数（自己株式を含む）     ��,���,���株

株主数     �,���名

上場取引所     東京証券取引所 プライム市場

証券コード     ����

株主名簿管理人     三菱UFJ信託銀行株式会社

事業年度     �月�日～翌年�月��日

株主名 持株数（千株） 持株比率（%）

池田 典義 �,��� ��.��

アイネット従業員持株会 �,��� �.��

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） �,��� �.��

株式会社日本カストディ銀行（信託口） �,��� �.��

株式会社横浜銀行 
常任代理人株式会社日本カストディ銀行 ��� �.��

北川 康浩 ��� �.��

有限会社エヌ・アンド・アイ ��� �.��

日本生命保険相互会社 
常任代理人日本マスタートラスト信託銀行株式会社 ��� �.��

公益財団法人アイネット地域振興財団 ��� �.��

三菱総研DCS株式会社 ��� �.��

注 �：株式数は千株未満を切り捨てて表示しています。
注�：持株比率は自己株式���,���株を控除して計算しています。

  政府・地方公共団体 0.01%

  個人・他 97.58%

  国内法人 0.75%

  金融機関 0.21%

  証券会社 0.38%

  海外法人等 1.07%

�

�,���

�,���

�,���

�,���

�,���

�

���

�,���

�,���

�,���

�,���

����

  株価（左軸）　  出来高（右軸）

（千株）

����年 
�月

����年 
�月

����年 
�月

����年 
�月

株式情報

株価・出来高推移（東京証券取引所）

株主構成

（円）
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